
平成２９年度新潟市生活交通改善事業計画（バリアフリー化設備等整備事業）の 

事業評価について 

平成２９年度の新潟市地域公共交通会議にてご協議いただいた、「平成２９年度新潟市生活

交通改善事業計画（バリアフリー化設備等整備事業）」について、別紙のとおり事業評価を行

いますので、ご意見をお願いします。

１．事業評価について 

 地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（第３条第５項）及び地域公共交通確保

維持改善事業実施要領において、毎年度協議会自らによる補助対象事業の実施状況の確認、

評価を行うこととされております。

２．平成２９年度実施内容 

 ・福祉タクシーの導入 計２台（まきタクシー㈲１台、坂井博文１台）

 ・ユニバーサルデザインタクシーの導入 計４台（四葉タクシー㈲１台、㈱ＮＫ交通１台、

日の出交通㈱１台、港タクシー㈱１台）

 ※ 計画に位置付けられているノンステップバス車両の導入（新潟交通（株））については、

平成２９年度補正予算で購入し、平成３０年度に額の確定及び支払を行うことから、来

年度の事業評価対象となるため、今回の事業評価の対象からは除外。
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別添１

平成　　年　　月　　日

協議会名： 新潟市地域公共交通会議

評価対象事業名： 平成２９年度　新潟市生活交通改善事業計画（バリアフリー化設備等整備事業）

①補助対象事業者等 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施され
た。

④事業実施の適切性

A

⑤目標・効果達成状況

四葉タクシー㈲
事業が計画に位置づけられ
た目標（１台導入）を達成し

事業は平成２９年度で完了し
た。

坂井　博文 福祉タクシー車両の導入
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施され
た。

A A
事業は平成２９年度で完了し
た。

まきタクシー㈲ 福祉タクシー車両の導入 A
事業が計画に位置づけられ
た目標（１台導入）を達成し
た。

-

-
事業が計画に位置づけられ
た目標（１台導入）を達成し
た。

ユニバーサルデザインタクシー
A
事業が計画に位置づけられ
たとおり 適切に実施され A

事業は平成２９年度で完了し
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A
事業が計画に位置づけられ
た目標（１台導入）を達成し
た。

四葉タクシー㈲

事業は平成２９年度で完了し
た。

-㈱ＮＫ交通
ユニバーサルデザインタクシー
車両の導入

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施され
た。

た目標（１台導入）を達成し
た。

A

事業が計画に位置づけられ
た目標（１台導入）を達成し
た。

事業は平成２９年度で完了し
た。

日の出交通㈱
ユニバーサルデザインタクシー
車両の導入

A

港タクシー㈱

事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施され
た。

-

事業は平成２９年度で完了し
た。

ユニバーサルデザインタクシー
車両の導入

- A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施され
た。

A

事業が計画に位置づけられ
た目標（１台導入）を達成し
た。

ユニバーサルデザインタクシー
車両の導入

A たとおり、適切に実施され
た。

A
事業は平成２９年度で完了し
た。

-
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生活交通改善事業計画（バリアフリー化設備等整備事業） 

平成２９年 ５月３０日   

平成２９年 ８月１０日   

平成３０年 １月１２日   

平成３０年 ３月 ９日改定 

（協議会名）新 潟 市 地 域 公 共 交 通 会 議 

（担当：新潟市都市交通政策課） 

１．生活交通改善事業計画の名称 

平成２９年度 新潟市生活交通改善事業計画（バリアフリー化設備等整備事業） 

２．バリアフリー化設備等整備事業の目的・必要性 

（１）背景・目的・必要性 

本格的な高齢社会を迎え、本市においても、今後更なる高齢化が進展すると見込

まれており、高齢者の自立と社会参加による、健全で活力ある社会の実現が求めら

れている。 

また、障がい者が障がいのない人と同等に生活し活動する社会を目指すノーマラ

イゼーションの理念が浸透していくなか、自立と共生の理念のもと、障がいの有無

にかかわらず誰もが相互に尊重し支えあう共生社会の実現が求められている。 

このような社会の実現のためには、高齢者、障がい者等が自立した日常生活及び

社会生活を営むことができる社会を構築することが重要であり、とりわけ移動の円

滑化を促進することが、大きな意義をもつものであることから、国の移動等円滑化

の促進に関する基本方針に基づき、本市としても積極的に取り組むものである。 

（２）現状・課題 

移動の円滑化を図る上で、鉄道、バス、タクシーを含めた公共交通の果たす役割

は重要であるが、自家用車の利用増大により、利用者数は年々減少している。 

また、交通量の増加に伴う渋滞の発生や排出ガスによる温暖化などの環境問題も

発生しており、さらなる公共交通の利用促進を図ることが急務といえる。 

公共交通の利用促進を図る取り組みには、定時性の確保や乗り継ぎによって生じ

る不便さの解消等があるが、高齢化が進む今日においては、乗り降りのしやすさを

確保するための車両整備などバリアフリー化を行い、障がい者も含め、誰にとって

も利用しやすい環境を作り出すことが必要である。 

資料２－２
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３．バリアフリー化設備等整備事業の定量的な目標及び効果 

（１）事業の目標 

国が定める移動等円滑化の促進に関する基本方針では、平成３２年度までの整備

目標を、バス車両については導入比率約７０％、タクシー車両については、導入台

数を約２８，０００台としている。 

本市において、平成２９年度については、国土交通省からの募集で回答のあった

事業者の導入意向台数を目標とする。 

○ノンステップバスの導入   ７台 

○福祉タクシー車両の導入   ２台 

○ＵＤタクシー車両の導入   ４台

（２）事業の効果 

ノンステップバスや福祉タクシー（ユニバーサルデザインタクシー（流し営業に

も活用されることを想定し、身体障がい者のほか、高齢者や妊産婦、子ども連れの

人など、様々な人が利用できる構造となっている福祉タクシー車両）を含む）の導

入促進により、利用者の移動の負担が軽減され、移動の円滑化が図られる。 

４．バリアフリー化設備等整備事業の内容と当該事業を実施する事業者 

（１） 事業の内容：実施事業者（補助対象事業者） 

（内容） 

 ノンステップバスの導入          ７台

  新潟交通（株）（リース会社未定）    ：７台

福祉タクシー車両の導入          ２台

まきタクシー（有）          ：１台 

坂井 博文              ：１台 

 ユニバーサルデザインタクシー車両の導入  ４台

四葉タクシー（有）             ：１台 

（株）ＮＫ交通               ：１台 

日の出交通（株）              ：１台 

港タクシー（株）              ：１台 

（実施事業者の身体・知的・精神の３区分における運賃割引率について） 

タクシー（全社） 

身体・知的障がい者運賃･･･１割引 

（２）関連事項（以下、〈 〉内の事業に該当する場合に記載） 該当なし 

４
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５．バリアフリー化設備等整備事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

平成２９年度（当該年度） 

事業の名称 
総事業費 

割合 

国費 

割合 

都道府県負担

割合 

市区町村負担

割合 

事業者負担 

割合 

ノンステッ

プバス導入 

１５４，７００ 

千円 

９，８００ 

千円 

０

千円

０

千円

１４４，９００

千円

１００％ ６．３％ ０％ ０％ ９３．７％

福祉タクシ

ー導入 

５，３４９ 

千円 

１，２００ 

千円 

０

千円

０

千円

４，１４９

千円

１００％ ２２．４％ ０％ ０％ ７７．６％

UDタクシー

の導入 

１３，６９０ 

千円 

２，４００ 

千円 

０

千円

０

千円

１１，２９０

千円

１００％ １７．５％ ０％ ０％ ８２．５％

合 計 

１７３，７３９ 

千円 

１３，４００ 

千円 

０

千円

０

千円

１６０，３３９

千円

１００％ ７．７％ ０％ ０％ ９２．３％

※総事業費については見込み額であり、概算額を記載 

※列記の者以外に費用負担者がいる場合は、適宜修正の上、全体構成が分かるように記載。

６．計画期間 

●で年度ごとの事業着手日、事業完了日を記載

事業の名称 

平成２９年度 平成３０年度 

6月 7月          1 月 2月 3月 4月     11月 12月 1月 2月 3月

ノンステップ 

バス導入

交付決定後着手        11月末完了

福祉タクシー 

導入 

交付決定後着手           3月完了

UD タクシー導入 

交付決定後着手  3月完了

５
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７．協議会の開催状況と主な議論  

・平成 29年 5月 30 日、新潟市地域公共交通会議を開催 

（協議が調った日：平成 29年 5月 30日） 

・平成 29年 8 月 10 日、平成 29年度新潟市生活交通改善事業計画の一部変更につい

て、新潟市地域公共交通会議委員へ書面による協議を実施 

 （協議が調った日：平成 29年 8月 10日） 

・平成 30年 1 月 12 日、平成 29年度新潟市生活交通改善事業計画の一部変更につい

て、新潟市地域公共交通会議委員へ書面による協議を実施 

 （協議が調った日：平成 30年 1月 12日） 

・平成 30 年 3 月 9 日、平成 29 年度新潟市生活交通改善事業計画の一部変更につい

て、新潟市地域公共交通会議委員へ書面による協議を実施 

 （協議が調った日：平成 30年 3月 9日） 

８．利用者等の意見の反映 

・「７．協議会の開催状況と主な議論」で記載の協議会において、新潟市消費者協会

長（利用者代表）及び公募委員（住民代表）からの意見聴取を実施 

（協議が調った日：平成 29年 5月 30日） 

・「７．協議会の開催状況と主な議論」で記載の協議会において、新潟市消費者協会

長（利用者代表）及び公募委員（住民代表）に対し、平成 29年度新潟市生活交通

改善事業計画の一部変更について、書面による協議を実施 

 （協議が調った日：平成 29年 8月 10日） 

・「７．協議会の開催状況と主な議論」で記載の協議会において、新潟市消費者協会

長（利用者代表）及び公募委員（住民代表）に対し、平成 29年度新潟市生活交通

改善事業計画の一部変更について、書面による協議を実施 

（協議が調った日：平成 30年 1月 12日） 

・「７．協議会の開催状況と主な議論」で記載の協議会において、新潟市消費者協会

長（利用者代表）及び公募委員（住民代表）に対し、平成 29年度新潟市生活交通

改善事業計画の一部変更について、書面による協議を実施 

（協議が調った日：平成 30年 3月 9日） 

６
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９．協議会メンバーの構成員 

関係市区町村 新潟市都市政策部長 

関係交通事業者・ 

交通施設管理者等 

新潟交通株式会社乗合バス部長 

新潟県バス協会専務理事 

新潟県ハイヤー・タクシー協会専務理事 

新潟県警察本部交通部交通規制課企画管理課長補佐 

新潟市土木部長 

地方運輸局 北陸信越運輸局新潟運輸支局首席運輸企画専門官 

その他構成員 

新潟市消費者協会長 

住民代表 

日本労働組合総連合会新潟県連合会新潟地域協議会副議長 

７


